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既
に
始
ま
っ
て
い
る

労
働
供
給
制
約
社
会

●
あ
な
た
の
会
社
は
大
丈
夫
？

労
働
環
境
の
変
化
に
伴
い
中
小
企
業
は

深
刻
な
採
用
難
に
直
面
し
て
お
り
、
大
企

業
で
さ
え
採
用
目
標
の
完
全
達
成
が
困
難

な
現
状
を
踏
ま
え
れ
ば
、
企
業
規
模
に
関

係
な
く
人
手
不
足
へ
の
対
策
が
急
務
で
あ

る
の
は
、
言
わ
ず
も
が
な
で
す
。

　

同
時
に
労
働
力
の
質
的
変
化
も
無
視
で

き
な
く
な
っ
て
き
て
お
り
、
働
き
方
改
革

の
影
響
で
、
労
働
者
の
ニ
ー
ズ
は
多
様
化

し
「
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
」
や

「
自
己
実
現
」
を
重
視
す
る
傾
向
が
強
ま

っ
て
い
ま
す
。こ
の
変
化
に
対
応
す
べ
く
、

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用
、
労
働
環
境
や
制

度
面
の
改
革
（
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
や
フ
レ

ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
）
な
ど
の
推
進
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
人
口
の
増
加
な

ど
、
従
来
の
雇
用
と
い
う
枠
組
み
で
は
対

応
し
き
れ
な
い
新
た
な
働
き
方
も
浸
透
し

つ
つ
あ
り
、
企
業
側
も
従
来
の
固
定
観
念

か
ら
脱
却
し
、
柔
軟
で
多
様
な
働
き
方
の

導
入
が
急
務
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
点
に
お
い
て
、
大
企
業
は
Ｉ
Ｔ
テ

ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用
や
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク

な
ど
、
労
働
環
境
の
改
善
が
一
定
レ
ベ
ル

で
推
進
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
一
方
の
中
小

企
業
は
労
働
力
と
資
金
力
の
不
足
、
ま
た

既
存
の
労
働
慣
習
な
ど
が
根
強
く
残
り
改

革
が
進
ま
な
い
状
態
の
ま
ま
で
、
大
企
業

と
中
小
企
業
の
格
差
は
広
が
っ
て
い
ま
す
。

な
ぜ
、
日
本
企
業
は
雇
用
と

正
社
員
に
こ
だ
わ
る
の
か
？

●
非
正
規
雇
用
や
外
部
リ
ソ
ー
ス
の

活
用
が
進
ま
な
い

周
知
の
通
り
、
日
本
の
雇
用
慣
習
に
は

「
終
身
雇
用
」「
年
功
序
列
」
と
い
う
特
徴

が
あ
り
、
こ
の
高
度
成
長
期
に
形
成
さ
れ

た
慣
習
は
、
現
在
の
労
働
市
場
に
お
い
て

も
根
強
く
残
っ
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
こ

れ
に
よ
り
労
働
者
は
、
長
期
間
の
生
活
基

盤
が
確
立
さ
れ
、
安
心
し
て
働
く
こ
と
が

で
き
、
企
業
側
も
社
員
を
一
貫
育
成
す
る

こ
と
で
競
争
力
を
維
持
し
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
仕
組
み
は
、
戦
後
の
高
度
成
長
期

に
お
い
て
企
業
と
労
働
者
双
方
に
メ
リ
ッ

ト
を
も
た
ら
し
ま
し
た
が
、
現
在
の
よ
う

に
人
口
が
減
少
し
、
経
済
の
成
長
速
度
が

鈍
化
し
て
い
る
状
況
で
は
、
こ
う
し
た
制

度
は
む
し
ろ
企
業
の
足
か
せ
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
「
正
社
員
」
は
企
業
に
と
っ
て
安
定
し

た
労
働
力
と
み
な
さ
れ
が
ち
で
す
が
、
一

方
で
固
定
費
と
し
て
の
負
担
や
多
様
な
ス

キ
ル
セ
ッ
ト
を
活
用
で
き
な
い
硬
直
的
な

側
面
も
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
「
正
社
員
＝
高
い
コ
ミ
ッ
ト
メ

ン
ト
が
あ
る
人
材
」
と
い
う
考
え
方
が
、

必
ず
し
も
現
代
の
実
情
に
即
し
て
い
な
い

こ
と
も
問
題
で
す
。

「
正
社
員
＝
安
定
」

「
正
社
員
＝
高
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
」

と
い
う
固
定
観
念
が
根
強
く
、
企
業
の
採

用
や
人
材
活
用
に
お
い
て
柔
軟
性
を
欠
く

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

特
に
若
い
世
代
に
お
い
て
は
、
働
き
が

い
を
求
め
る
志
向
が
強
く
「
会
社
へ
の
ロ
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特集企画／中小企業の人事労務管理

イ
ヤ
リ
テ
ィ
」
が
必
ず
し
も
高
く
な
い
傾

向
が
み
ら
れ
ま
す
。
こ
う
し
た
意
識
の
変

化
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
企
業
は
正
社

員
に
、
過
度
に
依
存
す
る
体
制
を
見
直
す

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

と
は
い
う
も
の
の
、
多
く
の
中
小
企
業

が
正
社
員
を
「
コ
ア
人
材
」
と
見
な
し
、

重
要
な
業
務
を
す
べ
て
正
社
員
に
依
存
す

る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
非

正
規
雇
用
者
や
外
部
リ
ソ
ー
ス
の
活
用
が

進
ま
ず
、
結
果
的
に
労
働
力
の
多
様
化
を

妨
げ
る
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

既
に
始
ま
っ
て
い
る

従
来
雇
用
と
正
社
員
の
崩
壊

●
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
人
口
の
増
加

　

コ
ロ
ナ
禍
は
、
従
来
の
働
き
方
に
大
き

な
転
換
を
迫
り
ま
し
た
。
リ
モ
ー
ト
ワ
ー

ク
の
普
及
は
、
そ
の
象
徴
的
な
例
で
あ
り

「
正
社
員
で
フ
ル
タ
イ
ム
、
オ
フ
ィ
ス
に

通
う
」
ス
タ
イ
ル
が
、
必
ず
し
も
絶
対
的

な
も
の
で
は
な
い
と
い
う
認
識
を
企
業
に

も
従
業
員
に
も
植
え
つ
け
ま
し
た
。

　

18
世
紀
の
第
一
次
産
業
革
命
に
よ
り
確

立
さ
れ
た
「
同
じ
場
所
に
、同
じ
時
間
に
、

集
っ
て
仕
事
を
す
る
」
と
い
っ
た
、
こ
れ

ま
で
の
企
業
の
基
本
的
枠
組
み
が
崩
れ
た

事
象
で
あ
っ
た
と
い
え
ま
す
。

　

ま
た
、
テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
を
効
果
的
に

活
用
し
た
企
業
や
従
業
員
が
、
高
い
生
産

性
を
創
出
す
る
ケ
ー
ス
も
み
ら
れ
、
従
来

の
働
き
方
が
生
産
性
の
高
い
働
き
方
で
あ

る
と
い
う
認
識
が
、
必
ず
し
も
正
し
い
も

の
で
は
な
い
こ
と
が
露
呈
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
や
副
業
な
ど

の
働
き
方
を
選
択
す
る
人
が
増
え
て
い
る

こ
と
も
、
雇
用
の
あ
り
方
を
根
本
か
ら
変

え
る
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
日
本
国
内

の
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
人
口
は
年
々
増
加
し
て

お
り
、
多
く
の
労
働
者
が
組
織
に
縛
ら
れ

ず
に
働
く
こ
と
を
選
択
し
て
い
ま
す
。

　

２
０
１
５
年
の
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
は
、

・
人
口
：
６
４
０
万
人

・
経
済
規
模
：
9.2
兆
円

　

２
０
２
３
年
で
は
、

・
人
口
：
１
千
５
７
７
万
人（
68
・
3
％
増
）

・
経
済
規
模
：
23
・
8
兆
円
（
62
・
7
％
増
）

こ
の
よ
う
に
増
加
し
て
い
ま
す
※1
。

　

こ
の
動
き
は
、
企
業
と
労
働
者
の
関
係

性
が
「
雇
用
」
と
い
う
形
に
と
ら
わ
れ
な

い
こ
と
を
示
唆
し
て
い
ま
す
。

　

従
来
の
よ
う
な
企
業
が
専
属
の
正
社
員

を
確
保
す
る
モ
デ
ル
は
、
労
働
市
場
の
流

動
性
の
高
ま
り
と
共
に
難
し
く
な
り
つ
つ

あ
り
ま
す
。
正
社
員
と
い
う
枠
組
み
に
依

存
す
る
だ
け
で
は
、
必
要
な
人
材
を
適
切

に
確
保
で
き
な
い
現
実
が
、
多
く
の
企
業

で
表
面
化
し
て
い
ま
す
。

　

事
実
、
２
０
２
５
年
の
新
卒
採
用
に
お

い
て
も
、
主
要
企
業
の
62
・
2
％
が
予
定

し
た
人
数
を
採
用
で
き
な
か
っ
た
と
い
う

状
況
が
あ
り
ま
し
た
。
充
足
率
が
6
割
を

下
回
る
企
業
も
11
・
3
％
に
上
っ
た
状
況

を
考
え
る
と
、
も
は
や
正
社
員
雇
用
で
人

材
を
確
保
し
て
い
く
こ
と
は
非
常
に
高
い

ハ
ー
ド
ル
に
な
っ
て
い
ま
す
※2
。

　

特
に
中
小
企
業
に
お
い
て
は
、
従
来
の

採
用
方
式
に
固
執
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

採
用
率
の
低
下
や
事
業
継
続
へ
の
リ
ス
ク

が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

次
世
代
労
働
力
の
確
保

脱
・
雇
用
＆
正
社
員
！

●
多
様
性
・
柔
軟
性
・
外
部
リ
ソ
ー
ス

　

今
後
、
企
業
が
考
察
す
べ
き
は
、
労
働

力
を
確
保
す
る
た
め
に
、

・
フ
ル
タ
イ
ム

・
パ
ー
ト
タ
イ
ム

・
契
約
社
員

・
派
遣
社
員

・
業
務
委
託

・
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ

な
ど
の
活
用
を
組
み
合
わ
せ
て
労
働
力
の

選
択
肢
を
広
げ
る
こ
と
で
す
。す
な
わ
ち
、

企
業
の
さ
ま
ざ
ま
な
人
材
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

ト
（
経
営
戦
略
に
基
づ
く
配
置
さ
れ
た
人

的
資
本
の
構
成
）
を
、
さ
ま
ざ
ま
な
形
態

で
統
合
さ
せ
る
こ
と
で
す
。
つ
ま
り
、
次

世
代
の
労
働
力
確
保
に
は
、
以
下
の
①
〜

③
の
項
目
が
鍵
に
な
り
ま
す
。

　
①
多
様
な
雇
用
形
態
の
導
入

　

雇
用
形
態
と
し
て
は
、
正
社
員
雇
用
に

固
執
す
る
こ
と
な
く
、
フ
ル
タ
イ
ム
や
パ

ー
ト
タ
イ
ム
、
契
約
社
員
の
活
用
を
、
こ

れ
ま
で
以
上
に
積
極
化
し
て
い
く
こ
と
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

　

現
在
、
多
く
の
企
業
で
「
非
正
規
社
員
」

と
呼
ば
れ
る
枠・

で
正
社
員
以
外
を
活
用
し

て
い
ま
す
が
、
仕
事
内
容
と
し
て
は
、
補

助
的
・
補
完
的
な
業
務
、
店
舗
・
現
場
の

現
業
な
ど
の
、
単
純
業
務
に
比
重
が
置
か

れ
て
い
ま
す
。

　

企
業
に
お
け
る
コ
ア
業
務
や
事
業
の
重

要
業
務
（
最
重
要
顧
客
の
営
業
担
当
、
新

製
品
開
発
、
事
業
計
画
企
画
担
当
、
財
務

の
資
金
調
達
担
当
、
部
長
・
課
長
職
な
ど
）

を
、
非
正
規
社
員
が
中
心
と
な
っ
て
担
っ

て
い
る
ケ
ー
ス
は
、
ま
だ
ま
だ
少
数
派
と

言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

正
規
社
員
を
事
業
の
中
心
と
し
て
い
る

小
売
な
ど
で
は
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

※ 1出典：【ランサーズ】新・フリーランス実態調査】2021-2022 年版
※ 2出典：日本経済新聞　2024/10/23
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店
長
を
活
用
す
る
な
ど
の
ケ
ー
ス
は
あ
り

ま
す
が
、
ま
だ
業
界
な
ど
に
偏
り
が
あ
る

状
況
で
す
。
前
述
し
た
よ
う
な
重
要
な
業

務
に
も
「
雇
用
区
分
」
に
よ
る
差
を
つ
け

る
こ
と
な
く
、
人
材
を
活
用
し
て
い
く
ス

タ
ン
ス
が
必
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。

　

海
外
、
特
に
欧
州
で
進
ん
で
い
る
「
ワ

ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」
も
、
有
益
な
方
法

と
考
え
ま
す
。
短
時
間
勤
務
し
か
で
き
な

い
能
力
あ
る
人
材
を
組
み
合
わ
せ
て
重
要

な
ポ
ス
ト
な
ど
を
任
せ
る
形
式
で
す
。

　

2
名
で
ひ
と
つ
の
ポ
ス
ト
を
分シ
ェ
ア担
す
る

場
合
、
週
の
前
半
・
後
半
、
午
前
・
午
後
、

月
水
金
・
火
木
な
ど
各
自
の
事
情
に
あ
わ

せ
て
組
み
合
わ
せ
、
場
合
に
よ
っ
て
は
毎

月
の
シ
フ
ト
を
折
々
で
柔
軟
に
変
更
す
る

な
ど
方
法
は
さ
ま
ざ
ま
で
す
が
、
短
時
間

で
あ
っ
て
も
有
能
な
人
材
を
活
用
で
き
る

こ
と
は
企
業
に
と
っ
て
効
果
的
で
す
。

　

ま
た
「
技
術
に
長
け
た
人
材
」
と
「
人

材
を
掌
握
す
る
こ
と
に
長
け
た
人
材
」
を

組
み
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
２
つ
の
機
能
を

カ
バ
ー
で
き
ま
す
。
従
来
の
人
材
の
特
性

で
は
な
か
な
か
実
現
が
難
し
か
っ
た
こ
と

も
、
多
様
な
雇
用
形
態
の
導
入
で
新
た
な

展
開
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

い
ず
れ
に
せ
よ
、
雇
用
区
分
に
よ
る
仕

事
の
差
を
な
く
す
こ
と
で
、
多
様
な
組
み

合
わ
せ
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

②
柔
軟
な
働
き
方
の
実
現

　

既
に
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
や
リ
モ

ー
ト
ワ
ー
ク
は
普
及
期
に
入
っ
て
い
ま
す

が
、
こ
れ
ら
の
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
で

時
間
や
場
所
に
捕
ら
わ
れ
な
い
働
き
方
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
、
育
児
や
介
護
を
担

う
人
材
や
、
地
方
在
住
者
も
活
用
可
能
に

な
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
ス
ー
パ
ー
フ
レ
ッ
ク
ス
や
フ

ル
フ
レ
ッ
ク
ス
、
完
全
テ
レ
ワ
ー
ク
、
遠

隔
地
勤
務
、
週
休
3
日
制
な
ど
、
先
進
的

な
取
り
組
み
を
導
入
し
て
い
る
企
業
も
現

れ
て
お
り
、
例
え
ば
、
東
京
の
企
業
に
勤

務
し
て
い
て
も
、

・
月
曜
日
は
、
自
宅
（
都
内
）
か
ら
出
社

・��

火
曜
日
と
水
曜
日
は
、
親
の
介
護
の
た

め
大
阪
か
ら
テ
レ
ワ
ー
ク

・�

木
曜
日
と
金
曜
日
は
、
配
偶
者
の
親
が

在
住
す
る
新
潟
か
ら
テ
レ
ワ
ー
ク

・�

土
曜
日
と
日
曜
日
は
、
自
宅
（
都
内
）

で
休
日

と
い
う
柔
軟
な
働
き
方
も
実
現
し
ま
す
。

　

と
は
い
え
、
こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
は

大
企
業
中
心
で
進
め
ら
れ
て
い
る
状
況
に

あ
り
ま
す
。
一
部
の
中
小
企
業
に
お
い
て

は
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
も
と
、
か
な

り
柔
軟
性
の
高
い
働
き
方
を
実
現
し
て
い

る
ケ
ー
ス
も
存
在
し
ま
す
が
、
そ
れ
は
限

や
技
能
を
ス
ポ
ッ
ト
で
活
用
す
る
こ
と
も

可
能
で
す
。
本
来
、
そ
の
よ
う
な
稀
有
な

ス
キ
ル
や
能
力
保
持
者
は
人
件
費
が
高
い

の
で
す
が
、
ス
ポ
ッ
ト
で
活
用
で
き
る
の

で
あ
れ
ば
活
用
可
能
な
「
価
格
感
」
に
な

り
ま
す
。

　

ま
た
、
大
胆
に
一
部
業
務
を
ア
ウ
ト
ソ

ー
シ
ン
グ
し
て
し
ま
う
こ
と
も
、
外
部
リ

ソ
ー
ス
の
活
用
と
同
義
と
言
え
ま
す
。
こ

の
よ
う
に
、
企
業
の
人
材
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
を
さ
ま
ざ
ま
な
形
態
で
統
合
さ
せ
て
考

え
る
こ
と
が
肝
要
で
す
。

　

労
働
の
供
給
力
が
低
下
す
る
社
会
（
労

働
供
給
制
約
社
会
）
に
お
い
て
、
企
業
が

労
働
力
を
必
要
と
す
る
際
に
、
求
め
る
ス

キ
ル
や
役
割
に
応
じ
て
最
も
適
合
度
が
高

い
人
材
を
、
早
く
、
タ
イ
ム
リ
ー
に
調
達

で
き
る
こ
と
が
、
今
後
の
事
業
推
進
に
お

け
る
競
争
力
の
強
化
に
な
り
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
企
業
は
「
ど
れ
だ
け
労
働
力

の
確
保
力
を
保
て
る
か
」
が
事
業
継
続
の

ポ
イ
ン
ト
に
な
り
ま
す
。

　

雇
用
と
労
働
力
確
保
の
多
様
化

そ
の
実
現
プ
ロ
セ
ス
と
課
題

　

こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
進
め
る
に
あ

た
り
、
次
頁
に
、
そ
の
実
現
プ
ロ
セ
ス
と

課
題
を
整
理
し
ま
し
た
。

定
的
で
あ
り
、
そ
の
足
か
せ
が
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
不
足
と
商
慣
習
だ
と
考
え
ま
す
。

　

特
に
、
中
小
企
業
は
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の

活
用
が
遅
れ
て
お
り
、
資
金
面
も
さ
る
こ

と
な
が
ら
従
業
員
の
反
発
感
が
強
い
と
言

わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
商
慣
習
で
は
業
界
や
顧
客
が
多

様
な
働
き
方
に
理
解
を
示
さ
ず
、
自
社
だ

け
が
先
走
る
こ
と
に
対
す
る
抵
抗
感
な
ど

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　
③
外
部
リ
ソ
ー
ス
の
積
極
的
な
活
用

　

雇
用
契
約
の
多
様
性
・
柔
軟
性
の
実
現

に
加
え
、
外
部
リ
ソ
ー
ス
の
活
用
も
重
要

で
す
。
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
、
派
遣
社
員
、
業

務
委
託
契
約
者
な
ど
を
組
み
合
わ
せ
る
こ

と
で
、
枯
渇
す
る
労
働
力
の
確
保
と
選
択

肢
の
拡
充
に
向
け
て
、
有
効
に
機
能
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ
の
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
活
用
し
て
ギ
グ
ワ
ー

カ
ー
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
て
単

発
の
仕
事
を
請
け
負
う
よ
う
な
労
働
者
）

な
ど
を
活
用
す
れ
ば
、
細
切
れ
に
業
務
を

切
り
出
す
こ
と
も
可
能
に
な
り
、
固
定
化

し
て
い
る
労
働
者
に
依
存
し
た
業
務
量
を

低
減
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　

ケ
ー
ス
に
よ
っ
て
は
、
正
規
雇
用
の
従

業
員
で
は
持
ち
あ
わ
せ
て
い
な
い
ス
キ
ル
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実現プロセス①：現状分析
　自社の業務内容やプロセスを分析し、必要
なスキルを洗い出し、どの部分であれば多様
な人材を活用できるのかを特定する。

実現プロセス②：制度設計
　多様な雇用形態を受け入れるための指針や
経営者のメッセージを定めて発信する。その
指針に則り、ルールや柔軟な働き方を可能に
する制度や多様な雇用形態を受け入れる仕組
みを整える。

実現プロセス③：テクノロジーの導入
　労働者の多様な環境での働きを支援・管理
するため、適切な ITツールを導入する（リ
モートワーク用のプラットフォームやタレン
トマネジメントシステムなど）。

※多様化に向けて取り組むにあたっては、
　以下のような課題もあります。

課題①：文化的な障壁
　多くの企業では「正社員が最も価値のある
人材」という意識が根強く残っている。この
意識を変えるには、経営層からの積極的なメ
ッセージが必要で「正社員が最も安定した働
き方」という固定観念を打破する必要がある。

課題②：マネジメントの高度化や新たな
　　　　マネジメントスタイルの確立
　多様な働き方をする人材を適切に管理する
ためには、新しいマネジメントスキルが求め
られる。リモートワークでのモチベーション
維持や、生産性の向上に対する新しい手法の
開発が急務になる。
　その際に「管理」するという「性悪説」的
なアプローチではなく、「信用・信頼」する
という「性善説」に立つマネジメントスタイ
ルを創造する必要がある。

課題③：統合人事制度の構築
　さまざまな雇用形態、あるいは人的リソー

スを処遇するための統合された人事制度が必
要である。従来の人事制度は「人事制度≒正
社員のための制度」となっているケースが多
いが、これは人事制度が評価と賃金を払う仕
組みとの位置づけが強いからである（人材に
直接賃金を払わない業務委託や派遣社員は含
まれない）。
　しかし、これからは外部リソースも労働力
として活用する必要があり、非正規社員や外
部人材もその枠組みに含める必要がある。
　人事制度は、人的リソースの実力値、与え
るべき役割やジョブの見定めと等級、実績を
図る評価へとシフトさせて、非正規社員や外
部リソースも同じプラットフォームで格付け
して管理する。非正規社員（契約社員）など
も同じプラットフォームに乗せて、同一労働・
同一賃金の視点で運用する。

課題④：統合人的リソース管理のシステム
　人的リソースの情報管理も、統合されたツ
ール（人事システム・タレントマネジメント
システムなど）で行う必要がある。
　どこに、どのような実力や経験を持った人
材が、どの程度いるのか、いつから労働力と
して活用可能なのかなど、正社員、非正規社
員、また外部リソースもパートナー人材とし
て、多くの情報を統合的に情報管理する。

【まとめ】
　労働力の減少により労働供給が制約される
労働供給制約社会において、企業は「雇用」
という概念に囚われず、多様な人材を活用す
る柔軟な体制を構築する必要があり、この労
働力確保のパラダイムシフトを実現するため
には、経営層の意識改革が不可欠です。
　企業が多様性を受け入れることで、労働供
給制約社会の中でも新たな労働力を確保し、
事業の継続性を高めることができます。
　新しい価値の創出によって生まれる競争力
の高まりから、未来のビジネスを支えていく
ために、今こそ雇用の多様化に向けた第一歩
を踏み出すときであると考えます。

雇用と労働力確保の多様化  その実現プロセスと課題


